
平成３１年度　公文書開示状況（平成３１年４月決定分）

福祉保健局

 
表の見方 
 
 
＜決定区分＞について 
 
 ・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」と表記しています。 
 
 
＜（根拠規定）条例７条＞について 
 
 ・一部開示、非開示及び存否応答拒否について、東京都情報公開条例第７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」と表記しています。 
 
 ・各号に定める非開示事項は以下のとおりです。 
 
  ７条１号 法令秘情報 
 
  ７条２号 個人情報 
 
  ７条３号 事業活動情報 
 
  ７条４号 犯罪の予防・捜査等情報 
 
  ７条５号 審議、検討又は協議に関する情報 
 
  ７条６号 行政運営情報 
 
  ７条７号 任意提供情報 
  
  ７条８号 特定個人情報 
 
  ７条９号 死者の個人番号 
 
 
＜公文書の件名＞について 
 
 ・特定の個人名、法人名及びそれらの特定に結びつく可能性のある情報は、〇〇と表記しています。 
 
 ・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。 
 
  ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。 
 
 
＜公文書の総枚数＞について 
 
 ・CD-R等に複写し交付している場合や、文書不存在等により公文書を交付していない場合は、総枚数欄が空欄になります。 
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平成３１年度　公文書開示状況（４月決定分）　福祉保健局
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非開示理由等 所管局部課等

1 H31.3.18 H31.4.1
医療法人○○に係る平成２７年度～２９年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書（平成２９年度のものに添付）　監事監査報告書 19 1 福祉保健局医療政策部医療安全課

2 H31.3.20 H31.4.2 職員が他の担当職員の名前を都民から問われた際、職員名の回答を拒否することができる根拠を示すもの 1 当該公文書は、作成又は取得していないため、存在しない。 福祉保健局生活福祉部地域福祉課

3 H31.3.23 H31.4.2
第一種動物取扱業者登録簿
（事業所所在地が２３区内で種別が「販売」であり、飼養施設を有する者に限る。平成３１年３月２７日現在）

1
福祉保健局健康安全部動物愛護相談セン
ター

4 H31.3.20 H31.4.3 福祉保健局の職員研修において、都民が職員名を求めた場合に回答を拒否することができるとしていることが分かるもの 1 該当する公文書を取得または作成しておらず、対象公文書が存在しないため。 福祉保健局総務部職員課

5 H31.3.25 H31.4.3 医療法人○○の定款 5 1 福祉保健局医療政策部医療安全課

6 H31.3.29 H31.4.3
医療法人○○に係る平成２７年度～２９年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書 18 1 福祉保健局医療政策部医療安全課

7 H31.4.1 H31.4.3
医療法人○○に係る平成２７年度～２９年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書（平成２９年度のものに添付）　監事監査報告書
医療法人○○の定款

1 福祉保健局医療政策部医療安全課

8 H31.3.26 H31.4.3
診療所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所及び多摩府中保健所）、歯科診療所台帳（西多摩保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）及び施術所台帳（あはき・柔整）（西
多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（平成３１年２月１５日から平成３１年３月２６日までに新規に営業を確認した施設） 15 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

9 H31.3.20 H31.4.3 「難病医療費助成等総合業務委託」技術審査委員会の審査結果について（○○の技術点及び技術点の各評価項目別内訳） 2 1 福祉保健局保健政策部疾病対策課

10 H31.4.1 H31.4.4
食品営業許可台帳（平成31年3月1日から同年4月1日までに営業を許可した立川市、国分寺市及び国立市内の営業所）（平成31年3月1日から同年4月1日までに廃業届を受理した立川市、国分寺市及
び国立市内の営業所） 8 1

福祉保健局多摩立川保健所生活環境安全
課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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決定区分 （根拠規定）条例７条

11 H31.3.25 H31.4.8
医療法人○○に係る平成２４年度のもの、医療法人○○に係る平成２５年度のもの、医療法人○○（４法人分）に係る平成２６年度のもの、医療法人○○（２法人分）に係る平成２７年度のも
の、医療法人○○（２８法人分）に係る平成２８年度のもの、及び医療法人○○（１６９法人分）に係る平成２９年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書

1 福祉保健局医療政策部医療安全課

12 H31.3.25 H31.4.8
医療法人○○（２法人分）に係る平成２９年度以前のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書 1 対象の公文書が提出されておらず、存在しないため 福祉保健局医療政策部医療安全課

13 H31.3.25 H31.4.8 平成３１年３月１５日付３０福保生地第１７６５号「公文書の開示請求に対する一部非開示決定について」起案文書 8 1 1
（７条２号）特定の個人を識別することができる情報もしくは、公にすることによ
り、個人の権利利益を害するおそれがある情報であるため。

福祉保健局生活福祉部地域福祉課

14 H31.3.25 H31.4.8 ○○区が検診料を支払った行為ができる根拠が分かる資料 1
東京都情報公開条例第１１条第４項に該当
当該公文書は、作成又は取得していないため、存在しない。

福祉保健局生活福祉部保護課

15 H31.3.25 H31.4.8 厚生労働省社会・援護局保護課医療係から「○○区の件」での連絡記録 1
東京都情報公開条例第１１条第４項に該当
当該公文書は、作成又は取得していないため、存在しない。

福祉保健局生活福祉部保護課

16 H31.3.27 H31.4.8 厚生労働省社会・援護局保護課医療係から保護課○○区指導担当に対し○○区について連絡があったが、そのことを○○区へ伝えなかった対応がどのような根拠に基づいているのかわかる資料 1
東京都情報公開条例第１１条第４項に該当
当該公文書は、作成又は取得していないため、存在しない。

福祉保健局生活福祉部保護課

17 H31.3.27 H31.4.9

(１) 東京都所管医療法人に係る平成３０年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書（会計年度が平成２９年４月２日以後に開始するものに添付）　監事監査報告書
(２) 社会医療法人○○に係る平成３０年度収受（２法人分）のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等加算件数明細表　添付書類１－２（救急医療）
夜間等救急自動車等搬送件数明細表　理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(３) 社会医療法人○○に係る平成３０年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等加算件数明細表　添付書類１－２（救急医療）
夜間等救急自動車等搬送件数明細表　添付書類５（小児救急医療）　時間外等加算件数明細表　理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(４) 社会医療法人○○に係る平成３０年度収受（７法人分）のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－２（救急医療）　夜間等救急自動車等搬送件数明細表　理事、監事及び評議
員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(５）社会医療法人○○に係る平成３０年度収受（２法人分）のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等加算件数明細表　理事、監事及び評議員に対する
報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(６）社会医療法人○○に係る平成３０年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書

1 福祉保健局医療政策部医療安全課

18 H31.3.27 H31.4.9 医薬品卸売販売業台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所、島しょ保健所）（平成３１年３月２７日現在までに開設を許可した施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

19 H31.3.27 H31.4.9 特定給食施設指導台帳（南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）（平成３１年３月２７日現在までに届出をしている施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

20 H31.3.28 H31.4.9
施術台帳（あんま、はり、きゅうのみ）（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）及び出張施術所業務者名簿（あはき）（西多摩保
健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）（平成３１年３月２８日現在までに開設の届出のあった施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

21 H31.3.26 H31.4.9
診療所台帳、（三鷹市及び武蔵野市）歯科診療所台帳（三鷹市及び西東京市）及び施術所台帳（あはき、柔復）（武蔵野市及び西東京市）（平成３１年２月２６日から平成３１年３月２５日まで
に開設届を受理した施設） 5 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

22 H31.3.26 H31.4.9 美容所台帳（三鷹市、武蔵野市及び西東京市）（平成３１年２月２６日から平成３１年３月２５日までに営業を確認した施設） 2 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

23 H31.3.26 H31.4.9 食品営業許可台帳（武蔵野市、三鷹市及び西東京市）（平成３１年２月２６日から平成３１年３月２５日までに営業の許可を取得した施設） 6 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

24 H31.3.26 H31.4.9 薬局台帳（武蔵野市）（平成３１年２月２６日から平成３１年３月２５日までに開設を許可した施設） 1 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

25 H31.4.2 H31.4.9
薬局台帳及び高度管理医療機器販売業・貸与業台帳（平成31年3月31日現在、営業を許可している施設）

1 福祉保健局南多摩保健所企画調整課

26 H31.4.1 H31.4.9
多摩府中保健所管内（府中市、調布市、狛江市）の食品営業許可台帳
（飲食店営業・喫茶店営業・菓子製造業のうち、平成３１年４月１日現在、許可を受けている施設） 1 福祉保健局多摩府中保健所企画調整課

27 H31.4.1 H31.4.9
多摩府中保健所管内の食品営業許可台帳
（平成31年4月1日現在で食品衛生管理者の在籍する食肉製品製造業） 1 1 福祉保健局多摩府中保健所企画調整課

28 H31.4.2 H31.4.10
診療所台帳及び歯科診療所台帳（平成31年3月31日現在、開設の届出を受けている施設）

1 福祉保健局南多摩保健所企画調整課

29 H31.4.2 H31.4.10

（１）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に基づく医薬品卸売販売業許可台帳（平成31年2月1日から平成31年2月28日までに新規に許可を取得した特別区内のも
の。ただし、名称、所在地、開設者氏名、許可番号及び許可開始年月日が記載されている部分に限る。）
（２）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に基づく医薬品卸売販売業許可台帳（平成31年2月1日から平成31年2月28日までに廃止届を受理した特別区内のもの。た
だし、名称、所在地、開設者氏名、許可番号、廃止年月日及び届出収受日が記載されている部分に限る。）
（３）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に基づく医薬品卸売販売業許可台帳（平成31年2月1日から平成31年2月28日までに休止届を受理した特別区内のもの。た
だし、名称、所在地、開設者氏名、許可番号、休止年月日及び届出収受日が記載されている部分に限る。）
（４）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に基づく医薬品卸売販売業許可台帳（平成31年2月1日から平成31年2月28日までに再開届を受理した特別区内のもの。た
だし、名称、所在地、開設者氏名、許可番号、再開年月日及び届出収受日が記載されている部分に限る。）

1 1
福祉保健局健康安全研究センター広域監
視部薬事監視指導課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

30 H31.4.1 H31.4.10

（１）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に基づく医薬品卸売販売業許可台帳（平成31年3月1日から平成31年3月31日までに新規に許可を取得した特別区内のも
の。ただし、名称、所在地、開設者氏名、許可番号及び許可開始年月日が記載されている部分に限る。）
（２）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に基づく医薬品卸売販売業許可台帳（平成31年3月1日から平成31年3月31日までに廃止届を受理した特別区内のもの。た
だし、名称、所在地、開設者氏名、許可番号、廃止年月日及び届出収受日が記載されている部分に限る。）

3 1
福祉保健局健康安全研究センター広域監
視部薬事監視指導課

31 H31.3.29 H31.4.11
医療法人○○に係る平成２８年度及び２９年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書 10 1 福祉保健局医療政策部医療安全課

32 H31.4.1 H31.4.11
社会医療法人○○（６法人分）に係る平成２９年度のもので閲覧に供する次のもの
　貸借対照表　損益計算書 12 1 福祉保健局医療政策部医療安全課

33 H31.4.4 H31.4.11
医療法人○○に係る平成２７年度～２９年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書 15 1 福祉保健局医療政策部医療安全課

34 H31.3.26 H31.4.11 旅館施設台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）（平成３１年３月２６日現在までに営業の許可を受けている施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

35 H31.4.3 H31.4.11 食品営業許可台帳（平成３１年４月３日現在、営業の許可を受けている飲食店営業所の許可ある集団給食及び届出を受理している給食施設） 1 1

食品営業台帳には、食品衛生法に規定する集団給食営業施設の屋号及び営業所所在地
等が記載されているが、これを公開することで行政運営に支障を及ぼすおそれがある
施設が含まれており、このことが東京都情報公開条例第７条第６号に該当するため、
非開示とする。

福祉保健局多摩立川保健所企画調整課

36 H31.4.4 H31.4.11 生活保護問答集について（平成２１年３月３０日厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡）のうち、検診命令に係る部分 7 1 福祉保健局生活福祉部保護課

37 H31.4.2 H31.4.12

(１) 東京都所管医療法人（社会医療法人を除く）に係る平成２８年度収受～３０年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書（会計年度が平成２９年４月２日以後に開始するものに添付）　監事監査報告書
(２) 社会医療法人○○に係る平成２８年度収受（２法人分）、２９年度収受（２法人分）、及び３０年度収受（２法人分）のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等加算件数明細表　添付書類１－２（救急医療）
夜間等救急自動車等搬送件数明細表　理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(３) 社会医療法人○○に係る平成２８年度収受～３０年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等加算件数明細表　添付書類１－２（救急医療）
夜間等救急自動車等搬送件数明細表　添付書類５（小児救急医療）　時間外等加算件数明細表　理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(４) 社会医療法人○○に係る平成２８年度収受（９法人分）、２９年度収受（９法人分）、及び３０年度収受（７法人分）のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－２（救急医療）　夜間等救急自動車等搬送件数明細表　理事、監事及び評議
員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(５）社会医療法人○○に係る平成２８年度収受（２法人分）、２９年度収受（２法人分）、及び３０年度収受（２法人分）のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等加算件数明細表　理事、監事及び評議員に対する
報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(６）社会医療法人○○に係る平成２８年度収受及び３０年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書

1 福祉保健局医療政策部医療安全課

38 H31.3.30 H31.4.12
診療所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）及び歯科診療所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多
摩小平保健所）（平成３１年２月１日から３月２９日までに、新規に開設及び廃止の届出を受けた施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課
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39 H31.3.30 H31.4.12
薬局台帳及び高度管理医療機器販売業・貸与業台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）、店舗販売業（南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩
府中保健所及び多摩小平保健所）及び医薬品卸売販売業台帳（多摩立川保健所、多摩小平保健所及び多摩府中保健所）（平成３１年２月１日から平成３１年３月２９日までに開設届を受理した施
設及び廃止届を受理した施設）

1 福祉保健局保健政策部保健政策課

40 H31.4.1 H31.4.12
美容所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）及び理容所台帳（西多摩保健所及び多摩立川保健所）(平成３１年３月１日から平成３０年３月
３１日までに新規に営業を確認した施設） 7 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

41 H31.4.1 H31.4.12
施術所台帳（あはき・柔整）（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（平成３１年３月１日から平成３１年３月３１日までに新規に開設の届出を
受けた施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

42 H31.4.1 H31.4.12
美容所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）及び理容所台帳（西多摩保健所及び多摩立川保健所）（平成３１年３月１日から平成３１年３
月３１日までに新規に営業を確認した施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

43 43556 H31.4.12
薬局台帳及び店舗販売業台帳（南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）、高度管理医療機器等販売業・貸与業台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健
所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）及び医薬品卸売販売業台帳（多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（平成３１年３月１日から平成３１年３月３１日までに、新規に開設を許可した施設
及び廃止届を受理している施設）

1 福祉保健局保健政策部保健政策課

44 H31.4.1 H31.4.12
診療所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）及び歯科診療所台帳（西多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）
（平成３１年３月１日から平成３１年３月３１日までに、新規に開設の届出を受けた施設及び廃止届を受理している施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

45 H31.4.3 H31.4.12 食品営業許可台帳（平成31年3月6日から平成31年4月3日までに新規に営業を許可した施設） 4 1 福祉保健局南多摩保健所企画調整課

46 H31.4.3 H31.4.12
診療所台帳及び施術所台帳（柔整）（平成31年3月6日から平成31年4月3日までに新規に開設の届出を受けた施設）

2 1 福祉保健局南多摩保健所企画調整課

47 H31.4.3 H31.4.12
美容所台帳及びクリーニング所台帳（平成31年3月6日から平成31年4月3日までに新規に開設を確認した施設）

2 1 福祉保健局南多摩保健所企画調整課

48 H31.4.3 H31.4.12
理容所台帳（武蔵野市）、美容所台帳（武蔵野市、三鷹市、調布市、狛江市）、クリーニング台帳（小金井市）旅館台帳（武蔵野市）
※平成31年3月6日から平成31年4月3日までに新規に届出のあった施設 4 1 福祉保健局多摩府中保健所企画調整課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

49 H31.4.3 H31.4.12
診療所台帳（三鷹市、府中市、調布市、小金井市）、歯科診療所台帳（三鷹市、府中市、狛江市）、施術所台帳（あはき）（府中市、小金井市）、施術所台帳（柔整）（武蔵野市、三鷹市、府中
市、小金井市）
※平成３１年３月６日から平成３１年４月３日までに新規の開設をした施設

4 1 福祉保健局多摩府中保健所企画調整課

50 H31.4.3 H31.4.12 食品営業許可台帳（平成３１年３月３１日現在の飲食店営業施設） 1 1 公開することで、行政運営に支障を及ぼす恐れがある施設が含まれているため 福祉保健局多摩府中保健所企画調整課

51 H31.2.12 H31.4.12 ２０１８年３月１日から同月３１日までの間に、被措置児童等虐待に係る通告を受けて、東京都が調査した資料 247 1 1 1

・条例第７条第２号に該当
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの若しくは他の情報と照合
することにより特定の個人を識別することができることとなるもの又は特定の個人を
識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそ
れがあるものであるため。
・条例第７条第６号に該当
都が行う調査に係る事務に関する情報で、公にすることによって、今後の調査の適正
な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。

福祉保健局少子社会対策部計画課

52 H31.2.12 H31.4.13 被措置児童等虐待結果の通知について 2 1 1 1

・条例第７条第２号に該当
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるものであり、公にすることに
より、個人の権利利益を害するおそれがあるため
・条例第７条第６号に該当
都が行う調査や指導等の措置に係る事務に関する情報で、公にすることにより、今後
の調査や指導等業務の適切な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。

福祉保健局少子社会対策部計画課

53 H31.2.12 H31.4.13 平成29年度東京都グループホーム・ファミリーホーム設置促進事業補助金交付額確定通知書　外19件 25 1 福祉保健局少子社会対策部育成支援課

54 H31.2.12 H31.4.13 平成28年度東京都保育士等キャリアアップ補助金交付額確定通知書　外10件 51 1 福祉保健局少子社会対策部保育支援課

55 H31.2.12 H31.4.13 措置停止通知書　外12件 32 1 1 1

（１）東京都情報公開条例第７条第２号に該当
　請求のあった文書は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの
であり、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（２）東京都情報公開条例第７条第６号に該当
請求のあった文書は、児童相談所の相談業務に関する情報であり、公にすることによ
り、児童や通告者等の生命、身体等の安全を脅かす事態が誘発されるおそれがあるほ
か、相談者及び関係者との信頼関係に損なわれる等、児童相談所の相談業務の適切な
遂行に支障が生じるおそれがあるため。

福祉保健局児童相談センター相談援助課

56 H31.2.12 H31.4.13 措置解除通知書　外1件 3 1 1 1

（１）東京都情報公開条例第７条第２号に該当
　請求のあった文書は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの
であり、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（２）東京都情報公開条例第７条第６号に該当
請求のあった文書は、児童相談所の相談業務に関する情報であり、公にすることによ
り、児童や通告者等の生命、身体等の安全を脅かす事態が誘発されるおそれがあるほ
か、相談者及び関係者との信頼関係に損なわれる等、児童相談所の相談業務の適切な
遂行に支障が生じるおそれがあるため。

福祉保健局少子社会対策部北児童相談所

57 H31.2.12 H31.4.13 措置通知書　外3件 7 1 1 1

（１）東京都情報公開条例第７条第２号に該当
　請求のあった文書は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの
であり、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（２）東京都情報公開条例第７条第６号に該当
請求のあった文書は、児童相談所の相談業務に関する情報であり、公にすることによ
り、児童や通告者等の生命、身体等の安全を脅かす事態が誘発されるおそれがあるほ
か、相談者及び関係者との信頼関係に損なわれる等、児童相談所の相談業務の適切な
遂行に支障が生じるおそれがあるため。

福祉保健局少子社会対策部品川児童相談
所

58 H31.2.12 H31.4.13 措置解除通知書 1 1 1 1

（１）東京都情報公開条例第７条第２号に該当
　請求のあった文書は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの
であり、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（２）東京都情報公開条例第７条第６号に該当
請求のあった文書は、児童相談所の相談業務に関する情報であり、公にすることによ
り、児童や通告者等の生命、身体等の安全を脅かす事態が誘発されるおそれがあるほ
か、相談者及び関係者との信頼関係に損なわれる等、児童相談所の相談業務の適切な
遂行に支障が生じるおそれがあるため。

福祉保健局少子社会対策部立川児童相談
所
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決定区分 （根拠規定）条例７条

59 H31.2.12 H31.4.13 児童一時保護委託書　外1件 2 1 1 1

（１）東京都情報公開条例第７条第２号に該当
　請求のあった文書は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの
であり、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（２）東京都情報公開条例第７条第６号に該当
請求のあった文書は、児童相談所の相談業務に関する情報であり、公にすることによ
り、児童や通告者等の生命、身体等の安全を脅かす事態が誘発されるおそれがあるほ
か、相談者及び関係者との信頼関係に損なわれる等、児童相談所の相談業務の適切な
遂行に支障が生じるおそれがあるため。

福祉保健局少子社会対策部江東児童相談
所

60 H31.2.12 H31.4.13 措置延長通知書 1 1 1 1

（１）東京都情報公開条例第７条第２号に該当
　請求のあった文書は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの
であり、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（２）東京都情報公開条例第７条第６号に該当
請求のあった文書は、児童相談所の相談業務に関する情報であり、公にすることによ
り、児童や通告者等の生命、身体等の安全を脅かす事態が誘発されるおそれがあるほ
か、相談者及び関係者との信頼関係に損なわれる等、児童相談所の相談業務の適切な
遂行に支障が生じるおそれがあるため。

福祉保健局少子社会対策部八王子児童相
談所

61 H31.2.12 H31.4.13 措置解除通知書　外5件 24 1 1 1

（１）東京都情報公開条例第７条第２号に該当
　請求のあった文書は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの
であり、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（２）東京都情報公開条例第７条第６号に該当
請求のあった文書は、児童相談所の相談業務に関する情報であり、公にすることによ
り、児童や通告者等の生命、身体等の安全を脅かす事態が誘発されるおそれがあるほ
か、相談者及び関係者との信頼関係に損なわれる等、児童相談所の相談業務の適切な
遂行に支障が生じるおそれがあるため。

福祉保健局少子社会対策部足立児童相談
所

62 H31.2.12 H31.4.13 措置変更通知書　外5件 13 1 1 1

（１）東京都情報公開条例第７条第２号に該当
　請求のあった文書は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの
であり、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（２）東京都情報公開条例第７条第６号に該当
請求のあった文書は、児童相談所の相談業務に関する情報であり、公にすることによ
り、児童や通告者等の生命、身体等の安全を脅かす事態が誘発されるおそれがあるほ
か、相談者及び関係者との信頼関係に損なわれる等、児童相談所の相談業務の適切な
遂行に支障が生じるおそれがあるため。

福祉保健局少子社会対策部多摩児童相談
所

63 H31.2.12 H31.4.13 児童一時保護委託書　外2件 7 1 1 1

（１）東京都情報公開条例第７条第２号に該当
　請求のあった文書は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの
であり、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（２）東京都情報公開条例第７条第６号に該当
請求のあった文書は、児童相談所の相談業務に関する情報であり、公にすることによ
り、児童や通告者等の生命、身体等の安全を脅かす事態が誘発されるおそれがあるほ
か、相談者及び関係者との信頼関係に損なわれる等、児童相談所の相談業務の適切な
遂行に支障が生じるおそれがあるため。

福祉保健局少子社会対策部世田谷児童相
談所

64 H31.4.3 H31.4.15 食品営業許可台帳（平成31年3月6日から平成31年4月3日までに新規営業許可した食品営業許可台帳の施設 15 1 福祉保健局多摩府中保健所企画調整課

65 H31.4.9 H31.4.16
医療法人○○に係る平成２９年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書

1 福祉保健局医療政策部医療安全課

66 H31.4.1 H31.4.16
美容所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）（平成３１年３月１日から平成３１年３月３１日までに新規に営業を確認した
施設）

1 福祉保健局保健政策部保健政策課

67 H31.4.1 H31.4.16
施術所台帳（あはき・柔整）（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（平成３１年３月１日から平成３１年３月３１日までに新規に開設の届出を
受けた施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

68 H31.4.2 H31.4.16
診療所台帳及び歯科診療所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）（平成３１年４月１日までに開設の届出を受けている施設
及び平成３１年１月１０日から平成３１年４月１日までに新規に休止及び廃止の届出を受けた施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課
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69 H31.4.2 H31.4.16 食品営業許可台帳（多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（平成３１年２月８日から平成３１年４月２日までに新規に営業を許可した施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

70 H31.4.2 H31.4.16
理容所台帳（多摩小平保健所 ）、美容所台帳（多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）及びクリーニング所台帳（多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（平成３
１年２月８日から平成３１年４月２日までに新規に営業を確認した施設）

1 福祉保健局保健政策部保健政策課

71 H31.4.2 H31.4.16 薬局台帳（多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（平成３１年２月８日から平成３１年４月２日までに新規に開設を許可した施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

72 H31.4.2 H31.4.16 診療所台帳、歯科診療所台帳及び施術所台帳（多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（平成３１年２月８日から平成３１年４月２日までに新規に開設の届出を受けた施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

73 H31.4.4 H31.4.16
診療所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）及び歯科診療所台帳（多摩小平保健所）（平成３１年３月１日から平成３１年３月３１日まで
に廃止の届出を受けた施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

74 H31.4.4 H31.4.16
薬局台帳（多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）及び医薬品卸売販売業台帳（多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（平成３１年３月１日から平成３１年３月３１日までに廃止
の届出を受けた施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

75 H31.4.4 H31.4.16 歯科技工所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）（平成３１年３月３１日現在、開設の届出を受けている施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

76 H31.4.4 H31.4.16
美容所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）及び理容所台帳（西多摩保健所、及び多摩立川保健所）（平成３１年３月１日
から平成３１年３月３１日までに新規に営業を確認した施設） 1 福祉保健局保健政策部保健政策課

77 H31.4.2 H31.4.16 ○○の診療所台帳 1

（１）実施機関で保有している診療所台帳（平成31年4月2日現在開設している
施設と平成25年4月1日以降に廃止の届出をした施設を含む。）には開示請求対
象と一致する施設が存在しない。
（２）平成25年3月31日以前に廃止の届出をした施設に係る診療所台帳はっ文書
の保存年限（５年）を過ぎており、既に廃棄されているため存在しない。

福祉保健局南多摩保健所企画調整課

78 H31.4.4 H31.4.16 平成３１年度第５６回東京都児童福祉審議会保育部会議事録。ただし、○○設置の○○の審議に係る部分に限る。 4 1 1 1

（１）東京都情報公開条例第７条第２号に該当
　請求のあった文書は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの
であり、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるため。
（２）東京都情報公開条例第７条第５号に該当
　都の附属機関における審議・検討に関する情報であって、公にすることにより、率
直な意見の交換もしくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあるため。

福祉保健局少子社会対策部計画課
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79 H31.4.2 H31.4.16

東京都知事による医療機器製造業登録及び製造販売業許可取得者一覧表
ただし、平成30年４月１日から平成31年３月31日までに新規で取得したもので、
　①主たる事務所及び製造所の所在地、②主たる事務所及び製造所の名称、
　③申請者の氏名、④許可の種類（製造販売業に限る）、⑤許可・登録年月日及び許可・登録番号が記載されたものに限る

1
福祉保健局健康安全研究センター広域監
視部医療機器監視課

80 H31.3.25 H31.4.17 国の一般公開の通知類であるにもかかわらず、生活福祉部保護課の保有する公文書であるため都民の求めに対して通知の情報提供を拒否することが出来るとする特段の根拠資料 1 当該公文書は、実施機関では作成又は取得していないため、存在しない。 福祉保健局総務部総務課

81 H31.4.4 H31.4.17
生活保護実施要領・局１－（４）－１夜間大学生について「その者の（中略）稼働能力を有する場合には十分それを活用していると認められること」の「十分それを活用している」か否かを判断
する金額・労働基準等。なお、貴庁において策定したものに限らず、厚生労働大臣が策定したもので貴庁が保存しているものを含む。

1
東京都情報公開条例第１１条第４項に該当
当該公文書は、作成又は取得していないため、存在しない。

福祉保健局生活福祉部保護課

82 H31.3.20 H31.4.19 東京都福祉保健局生活福祉部の職員の行為が、服務の原則に反することについて、福祉保健局総務部職員課が容認する根拠となる文書。 1 該当する公文書を取得または作成しておらず、対象公文書が存在しないため。 福祉保健局総務部職員課

83 H31.4.8 H31.4.18
理容所台帳（武蔵野市及び小金井市）及び美容所台帳（武蔵野市、三鷹市及び小金井市）
※平成３０年４月１日から平成３１年４月８日までに新規に営業を確認した施設 1 福祉保健局多摩府中保健所企画調整課

84 H31.3.27 H31.4.19
平成３１年４月４日に生活福祉部保護課が情報提供を拒否した対応について、東京都組織規程において「情報公開に関すること」を文章事務とする福祉保健局総務部総務課文書担当の見解が分か
るもの 1 当該公文書は、実施機関では作成又は取得していないため、存在しない。 福祉保健局総務部総務課

85 H31.4.8 H31.4.19 国の一般公開の通知類であるにもかかわらず、生活福祉部保護課の保有する公文書であるため都民の求めに対して通知の情報提供を拒否することが出来るとする特段の根拠資料 1 当該公文書は、実施機関では作成又は取得していないため、存在しない。 福祉保健局総務部総務課

86 H31.4.8 H31.4.19
福祉保健局総務部及び生活福祉部の部長が、下記①・②の指導を行ったかどうか、その有無が分かるもの
　①東京都情報公開条例第３４条及び第３６条に規定する「情報提供」に関する指導
　②行政不服審査法第８４条等に規定する「審査請求書」（白紙）の提供に関する指導

1 当該公文書は、実施機関では作成又は取得していないため、存在しない。 福祉保健局総務部総務課

87 H31.3.27 H31.4.19 ２９福保生保第７３６号「平成２９年度保護課新転任職員研修」の研修資料（９）－４「助言指導の考え方」の内容と異なる弁明書を作成できる根拠が分かるもの 1 当該公文書は、実施機関では作成又は取得していないため、存在しない。 福祉保健局総務部総務課

88 H31.4.16 H31.4.19 平成３１年２月設立認可の東京都所管医療法人名簿 1 福祉保健局医療政策部医療安全課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

89 H31.4.16 H31.4.19
医療法人○○に係る平成２７年度～２９年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書 1 福祉保健局医療政策部医療安全課

90 H31.4.9 H31.4.19 平成○年○月○日に○○で開催された行事の行事開催届及び臨時出店届 1 該当する公文書を取得または作成しておらず、対象公文書が存在しないため。 福祉保健局島しょ保健所八丈出張所

91 H31.4.8 H31.4.22 都民の声カード（平成３１年４月５日）２件 2 1 1

東京都情報公開条例第７条第２号に該当
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合
することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含
む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、な
お個人の権利利益を害するおそれのあるものであるため。

福祉保健局総務部職員課

92 H31.4.15 H31.4.22
多摩府中保健所管内における診療所台帳、歯科診療所台帳及び助産所台帳

1 福祉保健局多摩府中保健所企画調整課

93 H31.4.16 H31.4.23 診療所台帳（東村山市のうち指定する所在地） 1 1 福祉保健局多摩小平保健所企画調整課

94 H31.4.19 H31.4.24 医療法人○○の定款 8 1 福祉保健局医療政策部医療安全課

95 H31.3.20 H31.4.25 指定医療機関医療担当規定第７条に規定する「総合レセプト」を不知の状態で、福祉保健局生活福祉部保護課が区市福祉事務所への指導業務を行うことが可能だとする根拠 1 当該公文書は、実施機関では作成又は取得していないため、存在しない。 福祉保健局総務部総務課

96 H31.4.8 H31.4.26 食品営業許可台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（平成31年4月8日現在、営業の許可を受けている施設） 1 1

食品営業台帳には、食品衛生法又は東京都食品製造業等取締条例に規定する集団給食
営業施設の屋号及び営業所所在地等が記載されているが、これを公開することで行政
運営に支障を及ぼすおそれがある施設が含まれており、このことが東京都情報公開条
例第７条第６号に該当するため、非開示とする。

福祉保健局保健政策部保健政策課

97 H31.4.16 H31.4.25
診療所台帳
※平成31年1月1日から平成31年3月31日までに開設した診療所（武蔵野市、三鷹市、調布市及び小金井市） 1 1 福祉保健局多摩府中保健所企画調整課

98 H31.3.18 H31.4.25 平成３０年度における○○区の福祉事務所に係る東京都指導検査結果復命書中、生活保護法施行事務指導検査の結果通知書、指導台帳、指導検査結果報告書及び検査書 16 1 1 1

（7条2号）特定の個人を識別することができる情報又は他の情報と照合するこ
とにより、特定の個人を識別することができることとなるものであるため。

（7条6号）担当職員の職務経歴及び記載者の主観的評価が記載されており、公
にすることで検査の相手方との信頼関係が損なわれ、今後の検査事務に支障が
生じるおそれがあるため。

福祉保健局生活福祉部保護課
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9
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非開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条

99 H31.4.11 H31.4.25
認可外保育施設設置届
認可外保育施設事業内容等変更届 6 1 1

・東京都情報公開条例第７条第４号に該当
　公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の
公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあるため。

福祉保健局少子社会対策部保育支援課

100 H31.4.18 H31.4.25 平成３１年４月１８日現在の第一種動物取扱業者登録簿のうち、事業所の名称、事業所の所在地、動物取扱責任者の氏名、登録番号、登録年月日 1
福祉保健局健康安全部動物愛護相談セン
ター

101 H31.4.2 H31.4.26 東京都シルバーパス利用者等に対する意識調査」の調査票情報 1 1
（第７条第１号）東京都統計調査条例第１０条及び東京都統計調査条例施行規則第５
条により非公開とする。

福祉保健局高齢社会対策部在宅支援課

102 H31.4.2 H31.4.26 東京都シルバーパス利用者等に対する意識調査」の単純集計、クロス集計結果、作成した表グラフ 127 1 1 1

（第７条第５号）今回の「シルバーパス利用者等に対する意識調査」は、現行の制度
において初めての利用者等に対する調査であり、シルバーパスの利用実態や制度への
意見について、初めて統計的な集計結果が得られるものである。集計結果は、設問の
意図を踏まえた分析を行う必要があり、分析前の情報が公になることで、シルバーパ
ス事業について、不当に都民の間に誤解や不安、混乱を生じさせるおそれがあるた
め、非開示とする。

（第７条第６号）シルバーパス事業は、幅広い世代や地域の都民の関心の高い事業で
あり、分析前の情報が公になることで、関係機関等との信頼関係が損なわれ、事業の
運営に重大な支障を生じるおそれがある。このため、調査結果は都において、設問の
意図を踏まえ有識者等の意見を聞いて分析を行った上で、時期を判断し公表する必要
があり、非開示とする。

福祉保健局高齢社会対策部在宅支援課

※　開示請求者の希望等により、上記に掲載していないものが１２件あります。

12 / 12 ページ


